
事 業 概 況 （令和元年 8月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和元年度労災保険業務機械処理の令和元年8月末現在における保険給付支払総額は3,398億円で、前年同期に比べて

0.4％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,777億円で52.3％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,023億円で30.1％を占めている。以下、休業補償給付が11.9％、障害補償一時金が3.6％、介護補償給付が0.9％、

遺族補償一時金が0.8％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 13.5％増、介護補償給付が 11.6％

増、年金等給付が1.8％増となっているのに対し、葬祭料が13.2％減、遺族補償一時金が12.6％減、療養補償給付が3.1％

減、休業補償給付が2.1％減、障害補償一時金が2.0％減となっている。（第１表） 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が988億円で29.1％、「建設事業」が985億円で29.0％、

「製造業」が844億円で24.8％となっている。以下、「運輸業」が10.8％、「鉱業」が3.6％、「林業」が1.7％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「建設事業」が1.4％増、「製造業」が0.9％増となっているのに

対し、「鉱業」が4.6％減、「林業」が3.9％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が2.6％減、「その他の事業」が2.3％

減、「漁業」が2.1％減、「船舶所有者の事業」が1.5％減、「運輸業」が0.5％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 341,191,977 100.0 2.0 339,848,144 100.0 0.4 △    

療 養 補 償 給 付 105,584,579 30.9 8.1 102,323,483 30.1 3.1 △    

休 業 補 償 給 付 41,386,348 12.1 5.0 40,513,261 11.9 2.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 12,542,988 3.7 2.1 12,297,801 3.6 2.0 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,126,416 0.9 3.5 △    2,733,222 0.8 12.6 △   

葬 祭 料 856,523 0.3 3.3 743,616 0.2 13.2 △   

介 護 補 償 給 付 2,727,734 0.8 1.2 △    3,043,280 0.9 11.6

年 金 等 給 付 174,533,323 51.2 1.8 △    177,700,627 52.3 1.8

二 次健 康診 断等 給付 434,067 0.1 12.0 492,855 0.1 13.5

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 945億円で53.2％と最も大きく、次いで障害補償

年金が706億円で39.7％、傷病補償年金が126億円で7.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 584 億円で 32.9％、「製造業」が 514 億円で 28.9％、

「その他の事業」が350億円で 19.7％となっている。以下、「運輸業」が10.8％、「鉱業」が5.0％、「林業」が1.8％、「漁

業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 341,191,977 100.0 2.0 339,848,144 100.0 0.4 △    

林 業 5,994,607 1.8 3.5 △    5,761,977 1.7 3.9 △    

漁 業 1,097,261 0.3 4.0 1,074,042 0.3 2.1 △    

鉱 業 12,919,082 3.8 7.7 △    12,323,611 3.6 4.6 △    

建 設 事 業 97,143,916 28.5 0.2 △    98,471,434 29.0 1.4

製 造 業 83,607,514 24.5 0.6 84,380,994 24.8 0.9

運 輸 業 37,026,692 10.9 3.8 36,834,843 10.8 0.5 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
859,158 0.3 1.3 836,596 0.2 2.6 △    

そ の 他 の 事 業 101,113,207 29.6 6.7 98,755,998 29.1 2.3 △    

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,430,540 0.4 5.3 1,408,649 0.4 1.5 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成30年度　30年8月末 令和元年度　元年8月末

令和元年度　元年8月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 70,586,804 94,533,548 12,580,274 177,700,627 100.0

林 業 996,145 2,110,680 142,521 3,249,346 1.8

漁 業 181,419 546,786 30,398 758,602 0.4

鉱 業 884,603 6,346,050 1,600,000 8,830,652 5.0

建 設 事 業 19,510,318 34,296,133 4,620,761 58,427,212 32.9

製 造 業 26,582,143 22,518,698 2,332,897 51,433,737 28.9

運 輸 業 7,492,822 10,600,791 1,070,849 19,164,462 10.8

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
124,856 351,648 34,131 510,635 0.3

そ の 他 の 事 業 14,711,226 17,530,407 2,723,740 34,965,373 19.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 103,273 232,357 24,978 360,608 0.2

構 成 比 39.7% 53.2% 7.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



保 険 料 

 

  令和元年度労災保険業務機械処理の令和元年8月末現在における保険料徴収決定済額は8,032億円で、前年同期に比べ

て2.1％増となっている。保険料収納済額は2,611億円で、前年同期に比べて2.4％減となっている。また、収納率につい

てみると32.5％となっており、前年同期に比べて1.5ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が3,941億円で49.1％と最も大きく、次いで、「製造

業」が 1,588 億円で 19.8％、「建設事業」が 1,519 億円で 18.9％を占めている。以下、「運輸業」が 9.2％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

　業　種 30年8月末 元年8月末 30年8月末 元年8月末 30年8月末 元年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 786,648,261 803,216,627 100.0 2.1 267,463,232 261,098,538 100.0 2.4 △   34.0 32.5

林 業 5,016,583 5,004,467 0.6 0.2 △   1,730,294 1,727,350 0.7 0.2 △   34.5 34.5

漁 業 1,880,386 1,920,332 0.2 2.1 682,745 701,158 0.3 2.7 36.3 36.5

鉱 業 2,683,692 2,607,146 0.3 2.9 △   696,417 684,389 0.3 1.7 △   25.9 26.3

建 設 事 業 162,312,938 151,919,858 18.9 6.4 △   60,085,654 55,738,482 21.3 7.2 △   37.0 36.7

製 造 業 156,753,663 158,776,016 19.8 1.3 42,784,381 41,455,366 15.9 3.1 △   27.3 26.1

運 輸 業 64,565,623 73,667,255 9.2 14.1 20,801,297 20,846,986 8.0 0.2 32.2 28.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,179,106 2,168,333 0.3 0.5 △   766,784 747,278 0.3 2.5 △   35.2 34.5

そ の 他 の 事 業 378,133,894 394,149,635 49.1 4.2 135,807,023 135,324,317 51.8 0.4 △   35.9 34.3

船舶所有者の 事業 13,122,376 13,003,586 1.6 0.9 △   4,108,637 3,873,211 1.5 5.7 △   31.3 29.8
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第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


